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報告の内容
日本の長期停滞の最大の原因は、その優れた労働力を
活用していないことにあると考えられる。この問題に
ついて報告する。

1．生産性と非正規雇用問題

2．資本蓄積の停滞
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1．生産性と非正規雇用問題
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2000年以降の実質
賃金低迷の主因は、
労働生産性の停滞で
ある。

物的・人的資本の
停滞が著しい。

これが実質賃金停
滞の主因

出所）深尾・牧野
（2021a）
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1．生産性と非正規雇用問題
• 2010年以降、生産年齢人口の減少にもかかわらず就業者数の増加によ
り、労働時間が増加した。近年の経済成長率減速の主因は、労働時間
の減少ではなく、労働生産性上昇の低迷である。

5
出所）JIPデータベースおよ
び将来推計人口



1．生産性と非正規雇用問題

• 2015-18年には労働の質が1955
年以降の日本で初めて下落し
た。その主因は、非正規雇用
の増加だった。
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期間別要因別質指数変化率（年平均、%）
産業 就業形態 性 学歴 年齢

95-00 0.11 -0.05 -0.01 0.60 0.03
00-05 0.20 0.02 -0.05 0.72 0.11
05-10 0.23 0.23 -0.07 0.56 -0.02
10-15 0.08 -0.13 -0.04 0.37 -0.01
15-18 0.12 -0.20 -0.12 0.12 -0.15
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出所）JIPデータ
ベース2021



1．生産性と非正規雇用問題
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2010年代には、製造業
に加えて、非市場経済
（公務・教育・医療・介
護など公共性の高いサー
ビスを提供）で実質賃金
が更に大幅に下落した。
その半分弱は、非正規雇
用や高齢者の再雇用など、
低賃金の職が増えたこと
で生じた。

英国ではエッセンシャ
ル・ワーカーへの賃金引
き上げが課題となってい
る。

出所：深尾・牧野（2021b）
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労働者の技能が高いにも関わらず、
日本の労働生産性は低い。
特にサービス業を含む非製造業の
低労働生産性が真の課題。

なぜ、日本の労働市場は労働者の
技能を生かせないのか？

1．生産性と非正規雇用問題

PIACC（国際成人力調査）によると
仕事におけるスキル活用度が低い。

ミスマッチ問題が恐らく重要
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日本は優秀な女性労働を活用していない。

9出所：川口大司氏の報告資料より。原資料はPIACC調査報告。

1．生産性と非正規雇用問題

日米英の読解力利用スコア
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10出所）JIPデータベース2021

1．生産性と非正規雇用問題
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1．生産性と非正規雇用問題
若年や高齢の男性において非正規雇用の割合が高い

11出所）2020年労働力調査年報
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1．生産性と非正規雇用問題
女性労働の過半は非正規雇用

12
出所）2020年労働力調査年報
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1．生産性と非正規雇用問題
• 就業者に占める非正規雇用の割合は、3割強に達している。
• 非正規労働者に対する企業の教育訓練は少ない。
• 転職もあり、人的資本が十分に蓄積されない可能性が高い。
• 非正規労働の限界生産価値は賃金率にほぼ対応（川口他 2007）

←非正規雇用は割安ではない。右肩上がりの成長が見込めず、企業が優位性を持つ
分野も刻々変化する状況で、伸縮的な労働を得るために非正規雇用を増やしている。
←個々の企業にとっては合理的でも経済全体では膨大な損失を将来生み出す。

• 日本型の「終身雇用システム」は低成長の下で弊害が大きくなった。
• 非正規雇用増は、1990年代
以降の日本で労働の質上昇
が停滞している主な原因。
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2．資本蓄積の停滞
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内閣府の資本ストック統
計で見ても、日本の各種資
本ストック／GDP比率は
2000年代半ば以降著しく減
少した。

出所：Fukao, Kim, and Kwon（2021）各種資本ストック／GDP比率



2．資本蓄積の停滞
2005-15年について、米独仏英と比較すると、日本の市場経済の
TFP上昇はドイツに次いで2位。労働生産性低迷の主因は、資本
蓄積（R&D、ソフトウェアーを含む）の減速であった。
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2．資本蓄積の停滞
2005-15年の日本では、
自然成長率（労働投入増加率＋TFP上昇率／労働分配率）＞資本
ストックの成長率
という珍しい事態が生じている。
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出所）Fukao, Kim and Kwon (2021)、元資料は日本はJIPデータベース2018、他の諸国
はEU KLEMS Database 2017



2．資本蓄積の停滞：なぜ資本蓄積が低迷しているか
• 人口減少や低成長に関する予想が影響？←No. 自然成長率の落ち込み以上
に停滞

• 介護など資本集約度の低い産業の拡大が主因？←No. 資本係数の低迷は、
各産業内で起きている。

• 安価な労働（OECD加盟国中下から数番目）と割高なICT財・サービス
1990年代後半以降、非正規雇用を中心に女性や高齢者による労働供給が大幅
に増加した（日米比較すると、生産年齢人口あたりのGDPの増加率はアメリ
カと遜色ないが（Krugman）、労働時間あたりGDPの増加率は低迷）。企業
は割安な非正規雇用の投入を増やし、労働を節約するロボット投入等を遅ら
せた可能性がある。
製造業、非製造業共に、輸出企業や
R&D集約的な企業は、資本や正規雇
用を減らし、それらの企業がTFP上
昇を主導してきた（権・金・深尾
2008年）。
日本のTFP上昇は費用節約型が中心
であった。

17

経済産業省『産業の中間投入に係る内外価格調査』
に基づく2012年のデータ

Relative price:
Japan/US

Telephone call (within city) 1.62
Telephone call (400 km) 3.56
Minimum charge for telephone line (business use) 0.99
Telephone call (international ) 9.54
High-speed digital leased line 4.05
International leased line 7.94
Minimum charge for ADSL internet connection 1.09
Cellular phone call charge (one minute) 3.56
Cellular phone monthly fee (packaged plan) 2.92
Packaged software (average cost to purchase 100 sets of
Windows Vista, Word 2007, and Excel 2007) 2.27

Outsourcing of payroll accounting 2.56

Fukao, Ikeuchi, Kim and Kwon (2016)



2．資本蓄積の停滞：なぜ資本蓄積が低迷しているか
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• 日本の賃金率は先進諸
国の中でも突出して停
滞している。

• これが資本蓄積の停滞
をもたらしている可能
性も指摘できよう。
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2．資本蓄積の停滞：なぜ資本蓄積が低迷しているか
• 最近の米・英・仏の活発な資本蓄積は一時的？
新古典派成長論によれば、貯蓄率一定の下で、労働人口増加率の低下やTFP上昇の減
速は、一時的に資本係数の上昇をもたらす。また米・英・仏では、2000年代初めまで
の日本と同様に、生産性の低迷にもかかわらず、非伝統的な金融緩和や政府支出拡大
により資本蓄積を続けている可能性がある。
• 国際分業の変化
製造業では、直接投資による生産の海外移転やGVCの発達により、国際分業が変化し
た可能性がある（高度な労働や技術集約的な工程重要性の上昇）。日本は営業や管理
といったTaskを輸出しているという（Timmer and de Vries 2019）。
• 企業貯蓄の最大の使途は流動資産の積み増しであった。
大企業は、海外や国内での投融資に貯蓄を使う傾向が高かった。中堅企業で負債返
済・流動資産増が著しい（深尾・池内・金・権 2019）。
• ICT投資や無形資産投資に関する制約が問題（宮川・滝澤）？
• 空洞化も、製造業における国内資本形成停滞に影響している可能性がある。
2018年には、製造業企業による海外での固定資本形成は国内のそれの27.5％に達した
（経済産業省『2020年海外事業活動基本調査』）。しかし非製造業の投資低迷は説明
できない。2018年において市場経済全体の資本形成のうち60％は非製造業で行われた
（JIPデータベース2021）。
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まとめ
• 近年の日本では、人的・物的資本の蓄積が著しく停滞した。
• 非正規雇用の増加や低賃金による高齢者の再雇用が労働の質の低下を招い
ている。

• 非市場経済（公務・教育・医療・介護など、主に公共性の高いサービスを
提供している）において実質賃金が著しく下落している（職の質の低下も
著しい）。

• 非正規雇用は、人材活用や熟練の蓄積を妨げ、膨大な損失を生み出してい
る可能性が高い。

• 非正規雇用の拡大が、正規雇用の交渉力を弱め、正規雇用賃金の停滞や労
働分配率の低下を招いている可能性も高い（Fukao, Perugini, and Pompei 
2020、 Fukao and Pompei 2021）。

• 製造業、非製造業共に、輸出企業やR&D集約的な企業は、資本や正規雇用
を減らし、それらの企業がTFP上昇を主導してきた。日本のTFP上昇は費
用節約型が中心であった。

• 1990年代後半以降、非正規雇用を中心に女性や高齢者による労働供給が大
幅に増加した。OECD諸国の中でも特に労働が特に廉価になった日本では、
企業が割安な非正規雇用の投入を増やし、労働を節約するロボット投入等
を遅らせた可能性がある。



どのような政策が必要か
1. 企業にとって非正規雇用のコストを引き上げる。非正規雇用労働を不足さ

せ賃金率を引き上げる
非正規雇用に関する企業の社会保障負担等を引き上げる。海外からの単純労働
流入に安易に頼らない。国内立地の優位性を高める。
→労働の非効率な利用の是正、物的・人的資本投資の促進、デフレからの脱却

ただし、
• 女性は育児・介護等生活と両立させるため、非正規雇用を選択している場合
も多い（平成26年就業形態の多様化に関する総合実態調査）。

• 右肩上がりの成長が見込めず、企業が優位性を持つ分野が刻々変化する状況
下で、伸縮的な労働を得るために企業は、やむを得ず非正規雇用を増やして
いる可能性が高い（川口他 2007）。

• 日本型の「終身雇用システム」は低成長や女性の社会進出により弊害が大き
くなった（深尾 2020）。

2．限定正社員制など新しい働き方の導入、正社員における長時間労働の是正
職務を明確化した限定正社員の拡大（鶴 2016）。労働時間規制強化。ブラック
/ホワイト企業の開示（就職四季報等、情報の整備）。
→非正規雇用への労働供給の減少、労働の産業間・企業間再配分の活性化、
ワークライフバランスの実現 21



どのような政策が必要か（続）
3．人的資本蓄積の促進
中小企業を中心にした職業訓練の支援、ジョブカード制の再構築、高等教育の
改革（大規模な奨学金拡充と運営費交付金削減、学費・定員枠規制の緩和）
→停滞している人的資本蓄積を活性化、中小企業の生産性引き上げ。

最低賃金引き上げは、非正規雇用問題を是正する上で有効な可能性があるが、
働き方改革や人的資本蓄積の促進とワンセットで進めることが望まし
い。”high-wage, high-productivity economy”を政府が標榜する英国でも、エコノ
ミストの大多数は総合的な政策の重要性を指摘している（Crumpton and Ilzetzki, 
VoxEU, December 2, 2021）。

22



多くの非正規雇用女性労働者は非正規雇用就業を選んだ理由として、家庭の事情との両
立を選択している。

23
出所：平成26年就業形態の多様化に関する総合実態調査
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